
◆新旧対照表 

改 正 前 改 正 後 

埼玉県地質・土質調査共通仕様書 

 

第 1 章 総則 

 

P71 

第１０４条 業務の着手 

受注者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後１５日以内に

地質・土質調査業務に着手しなければならない。この場合において、着手と

は技術管理者が地質・土質調査業務の実施のため監督員との打合せ又は現地

踏査を開始することをいう。 

 

 

 

 

P72 

第１０９条 担当技術者 

１ 受注者は、（略）。 

  なお、担当技術者が複数にわたる場合は３名までとする。 

 

 

（以下、略） 

埼玉県地質・土質調査共通仕様書 

 

第 1章 総則 

 

P71 

第１０４条 業務の着手 

 受注者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後１５日（土曜

日、日曜日、祝日等（行政機関の休日に関する法律第１条に規定する行政機

関の休日（以下、「休日等」という。））を除く）以内に地質・土質調査業

務に着手しなければならない。 

この場合において、着手とは技術管理者が地質・土質調査業務の実施のた

め監督員との打合せ又は現地踏査を開始することをいう。 

 

 

P72 

第１０９条 担当技術者 

１ 受注者は、（略）。 

 なお、担当技術者が複数にわたる場合は、適切な人数とし、原則３名まで

とする。 

 

（以下、略） 

 



改 正 前 改 正 後 

P72 

第１１０条 提出書類 

（中略） 

３ 受注者は、契約時又は変更時において、委託金額が１００万円以上の業務

委託について、業務実績情報システム（テクリス）に基づき、受注・変更・

完了・訂正時に業務実績情報として「登録のための確認のお願い」を作成し、

書面により監督員の確認を受けた上、受注時は契約後土曜日、日曜日、祝日、

年末年始の閉庁日（以下、閉庁日という）を除き１０日以内に、登録内容の

変更時は変更があった日から、閉庁日を除き１０日以内に、完了時は業務完

了後（委託業務完了検査合格後）閉庁日を除き１０日以内に、訂正時は速や

かに登録機関に登録申請しなければならない。 

  また、登録機関に登録後、テクリスより「登録内容確認書」をダウンロー

ドし、直ちに監督員に提出しなければならない。 

なお、変更時と完了時の間が閉庁日を除き１０日間に満たない場合は、変

更時の提出を省略できるものとする。 

 

 

 

P73 

第１１２条 業務計画書 

１ 受注者は、契約締結後１５日以内に業務計画書を作成し、監督員に提出し

なければならない。 

 

（以下、略） 

 

 

P75 

第１１６条 土地への立ち入り等 

（中略） 

４ （略） 

  なお、受注者は、立ち入り作業完了後１０日以内に身分証明書を発注者に

返却しなければならない。 

P73 

第１１０条 提出書類 

（中略） 

３ 受注者は、契約時又は変更時において、委託金額が１００万円以上の業務

委託について、業務実績情報システム（テクリス）に基づき、受注・変更・

完了・訂正時に業務実績情報として「登録のための確認のお願い」を作成し、

受注時は契約締結後、１５日（休日等を除く）以内に、登録内容の変更時は

変更があった日から、１５日（休日等を除く）以内に、完了時は業務完了後

（委託業務完了検査合格後）、１５日（休日等を除く）以内に、訂正時は速

やかに、書面により監督員の確認を受けた上で、登録機関に登録申請しなけ

ればならない。なお、登録できる技術者は、業務計画書及び技術管理者等通

知書に示した技術者とする。 

  また、登録機関に登録後、テクリスより「登録内容確認書」をダウンロー

ドし、直ちに監督員に提出しなければならない。 

  なお、変更時と完了時の間が１５日間（休日等を除く）に満たない場合は、

変更時の提出を省略できるものとする。 

 

 

P73 

第１１２条 業務計画書 

１ 受注者は、契約締結後１４日（休日等を含む）以内に業務計画書を作成し、

監督員に提出しなければならない。 

 

（以下、略） 

 

 

P75 

第１１６条 土地への立ち入り等 

（中略） 

４ （略） 

  なお、受注者は、立ち入り作業完了後１０日（休日等を除く）以内に身分

証明書を発注者に返却しなければならない。 

 



改 正 前 改 正 後 

P79 

第１２８条 個人情報の取扱い 

１ 基本的事項 

受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理す

るための個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのな

いよう、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15 年 5 月 30

日法律第 58 号）及び同施行令に基づき、個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は

き損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければ

ならない。 

 

（以下、略） 

 

 

 

P83 

第１３２条 行政情報流出防止対策の強化 

１ 受注者は、本業務の履行に関する全ての行政情報について適切な流出防止

対策をとらなければならない。 

 

（以下、略） 

 

P79 

第１２８条 個人情報の取扱い 

１ 基本的事項 

受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理す

るための個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのな

いよう、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15 年 5 月 30

日法律第 58 号）、行政手続における特定の個人を識別する番号の利用等に関

する法律（平成 25 年法律第 27 号）等関係法令に基づき、次に示す事項等の個

人情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀損の防止その他の個人情報の適切な管理

のために必要な措置を講じなければならない。 

 

（以下、略） 

 

 

P83 

第１３２条 行政情報流出防止対策の強化 

１ 受注者は、本業務の履行に関する全ての行政情報について適切な流出防止

対策をとり、業務計画書に流出防止策を記載するものとする。 

 

（以下、略） 

 

 



改 正 前 改 正 後 

 

第４章 サウンディング 

P89 

第１節 標準貫入試験 

 

第４０１条 目的 

  標準貫入試験は、原位置における土の硬軟や、締まり具合の相対値を知る

とともに、試料採取することを目的とする。 

 

 

 

 

第５章 原位置試験 

P93 

第２節 地盤の平板載荷試験 

 

第５０４条 目的 

  平板載荷試験は、地盤に剛な載荷板を介して荷重を加え、この荷重の大き

さと載荷板の沈下との関係から、応力範囲の地盤の変形強さなどの支持力特

性や、道路の路床・路盤などの地盤反力係数を求めることを目的とする。 

 

 

P95 

第７節 速度検層 

 

第５１９条 目的 

  速度検層は、ボーリング孔を利用して地盤内を伝搬するＰ波（縦波、疎密

波）及びS波（横波、せん断波）の速度分布を求めることを目的とする。 

 

 

第４章 サウンディング 

P89 

第１節 標準貫入試験 

 

第４０１条 目的 

  標準貫入試験は、原位置における地盤の硬軟や、締まり具合の判定、及び

土層構成を把握するための試料採取することを目的とする。 

 

 

 

 

第５章 原位置試験 

P93 

第２節 地盤の平板載荷試験 

 

第５０４条 目的 

  平板載荷試験は、地盤に剛な載荷板を介して荷重を加え、この荷重の大き

さと載荷板の沈下との関係から、応力範囲の地盤の変形特性や支持力特性、

道路の路床・路盤などでは地盤反力係数を求めることを目的とする。 

 

 

P95 

第７節 速度検層 

 

第５１９条 目的 

  速度検層は、ボーリング孔を利用して地盤内を伝播するＰ波（縦波、疎密

波）及びS波（横波、せん断波）の速度分布を求めることを目的とする。 

 

 


